相互依存の日韓関係　【７】
朝鮮戦争特需と日本の自動車産業  eq \o\ac(○,上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
朝鮮戦争特需が日本の自動車産業に与えた影響は非常に大きい。まさに「天の恵み」であった。開戦後１ヵ年間の特需全体の契約高は3億1500万ドル。そのうち、トラックの特需が1万280台で、2269万ドル（約816億円）であった。トラックが特需全体の約７％を占めた。さらに、50年8月には警察予備隊が創設され、この方面からの車両の需要があり、自動車需要は活況を呈した。トヨタ自動車は、米軍から特需車両4679台、警察予備隊から950台、合わせて5629台を受注した。受注額は米軍から36億644万円、警察予備隊向け10億2157万円、合計46億2801万円であった。

日産自動車は、米軍から4325台、警察予備隊から710台、合計5035台を受注した。日産自動車の受注額は、米軍の特需34億7406万円、警察予備隊向け7億6000万円、合計42億3406万円であった。一方、補修部品も併行して受注した。51年9月までに6億5967万円分を納入した。このなかにはエンジン2100台が含まれている。また、米空軍からガソリンタンク6000個の注文を受けた。いすゞ自動車は1276台の特需を受注した。このほかにも自動車工業はエンジン単体、部品生産、米軍車両の再生修理、さらには航空機用ガソリンタンクの製造など手広く特需の受注が行なわれた。
　自動車業界のなかでも朝鮮戦争の勃発によってもっとも恩恵を受けたのはトヨタ自動車であった。「米軍からの特需という神風に恵まれ、倒産寸前のトヨタは、大きく息を吹き返した」と当時のトヨタ自動車の石田退三社長が感無量に述べていることでわかる。戦後ドッジ・ラインの実施によって、トヨタ自動車はもっとも深刻な影響を受け、経営状態が急激に悪化し、2億5000万円の売上金が回収困難となる事態が発生した。経営は困難を極め、賃金遅配、賃金カットが繰り返されるなか、労働組合は50年4月11日にストに突入した。ストは6月10日まで続き、赤字が累積したので、事態は一刻の猶予もゆるされなくなった。一連の責任を取られて、創業者一族の豊田喜一郎取締役社長をはじめ3名の代表取締役全員が引責辞任した。再建のためには1600名の人員整理が必要であると組合側を説得し、組合側もこの提案を承認して、2ヵ月にわたる労働争議は漸く終止符を打った。新取締役社長に生抜きの石田退三が選任され、再建に乗り出したところであった。
　
労働争議の終結から２週間後の6月25日、朝鮮戦争が勃発した。トヨタ自動車に大きな戦争特需が転がり込んだ。隣国の朝鮮半島で発生した戦争であったが、日本は地理的に近いという条件に加えて、米軍の占領下にあって、戦略基地あるいは軍需補給基地として活用するのに必要な条件が揃っていた。朝鮮戦争の勃発は、ドッジ・ラインによる大手術を受けて瀕死状態にあった日本の自動車産業界に恵みの雨を与えた。特に、倒産寸前の危機的な状況にあったトヨタ自動車はこの特需によって甦ったのだ。
　受注はすべて競争入札で行われたが、トヨタ自動車は47年4月に米軍の自動車再生修理作業を請け負い、49年12月に沖縄の米軍が発注したトラック100台を落札した経験があったので、特需に要求される技術水準や仕事のやり方について、一定の知識を持っていた。その経験が大いに役立った。
トヨタ自動車が受注した米軍の特需車両および警察予備隊向けの契約台数は1年足らずで5629台であった。この受注台数は当時の月産台数1200台のトヨタ自動車にとって、大きな比重であった。特需車両は短期間に契約台数を生産して納入しなければならないので、トヨタ自動車は社内で特需完納のための受入れ体制を作って実施した。
　
トヨタ自動車は、50年5月には、ストの影響で月産わずか304台に落ち込んでいたが、8月にはスト以前の1000台ベースを回復し、翌年3月には月産1542台と戦後最高の生産台数を記録した。生産性の向上によって、それまで業績不振とストなどで赤字が続き、倒産寸前の経営状態であったことをすっかり忘れたかのように、業績が好転し始めた。50年6月には1億2959万円の損失であったのに対し、8月には2146万円、10月には4255万円、12月には1億1110万円と黒字が続いた。その結果、第23期（1950年10月1日～51年3月31日）の決算では、2億4930万円の純利益を上げ、44年以来長らく中止していた株主への配当を年2割とし、1億5000万円を内部留保した。第24期（1951年4月1日～9月30日）も特需景気を反映して好業績を保ち、利益は倍増し、4億8377万円の純利益を上げ、株主配当を3割にし、2億400万円の内部留保を行った。第24期～第27期の4期間に総生産台数は4万台を超え、好調な業績で年3割の配当を行った。
　
相互依存の日韓関係【8】
朝鮮戦争の特需と日本の自動車産業　 eq \o\ac(○,下)
1950年6月から10月にかけて、トヨタ自動車経営陣は、自動車大国米国の自動車製造技術ならびに市場調査に出かけた。視察団の一員として参加した神谷正太郎（後のトヨタ自動車販売社長）は、日本の自動車業界の進路について次のように述べた。

　　
　　「米国では、朝鮮戦争で軍備拡張の必要があり、国内需要に追われて、海外への輸出は困難です。この期間が、わが国の自動車にとって、生産の合理化を進める絶好のチャンスです。米国の世論としては、自動車も含めて日本を東洋の工業国にしようという構想を持っています。そのために、特需としての自動車が、わが国に発注されたものと思います。この期間中に産業の近代化を図り、米国の外資投入を受け入れる体制をととのえねばならないと思います。」
　日本に対する特需は、米国の国内事情によるものであったが、やがて、米本国から朝鮮戦線への補給が本格化するにつれて、米国車との比較が一層厳しくなった。米軍は日本車の価格の高いことを指摘し、価格の引き下げを要求した。日本の自動車工業は特需を通じて大きな利益を得たが、反面、国際価格への努力が必要となった。しかし日本では、材料工業も、部品工業も、米国に比べて相当遅れていたので、材料や部品の価格が高くなっていた。したがって、日本車が米国車と真正面から競争することは不可能であると考えたトヨタ自動車は、米国車と直接争うことのない小型車に力を入れるようにし、また、世界的に大量生産されてないディーゼル車の重点開発に努めた。トヨタ自動車はこのような方針で、特需で得た資金を設備の近代化および経営合理化のためにつぎ込んだ。
トヨタ自動車は、特需を通じて、仕事のやり方や品質管理などについて多くのことを学んだ。当時、トヨタ自動車の製造設備は旧式のものが多く満足な検査や測定の設備もなく、米軍の高度に標準化された検査手法との間に大きなギャップがあった。トヨタ自動車の工場に米軍の検査官が派遣され、材料から製品まで米軍の諸規定に基づいて厳しい検査が行われた。この検査に合格するのは容易ではなかった。しかし、この過程で習得した検査手法は大いに参考になり、その後の品質管理の基礎となった。それは技術水準の向上に役立ち、それらの経験と自信が大きな飛躍への土台となった。
　特需の受注によりトヨタ自動車だけでなく、他の自動車各社の生産も急上昇した。各社とも就業時間を延長し、外注・下請けの利用を拡大するなどフル稼働体制にはいった。
日産自動車は、特需前は月産400台であったが、11月には当時最高の922台を記録した。51年3月期の決算では、1億1410万円の利益を計上して戦後はじめて年２割の配当を行った。同年9月期の決算では4億3900万円の利益を計上し、3割配当を行った。
いすゞ自動車は、50年4月の売上高15億7600万円に対し、51年10月には2.3倍の36億4900万円に上昇した。純利益も同期間の1400万円から10倍以上の1億5200万円に上昇し、3割配当を行った。
特需の恩恵を受けなかった日野ディーゼルもその波及効果によって売上を伸ばし、利益を上げている。また、自動車各社は特需効果によって得た利益の一部を増資にまわし、資本金を増やして経営拡大に備える余裕ができた。
　当時は「金へんブーム」で資材の値上がりによる資材調達の困難、また材料費の高騰で契約価格内での採算性確保など経営能力が問われたが、自動車各社は生産の合理化によって乗り切られた。長い間、政府の保護のもとで育てられた日本の自動車産業にとって、特需期はよい試練でもあった。この時の自信がその後の発展につながった。
　世界の自動車産業も戦時中は程度の差こそあれ、それぞれ軍用自動車、戦車、船舶エンジン、航空機などの軍需生産に動員された。戦後になると、世界の各メーカーは、需要の増大に支えられて急激に生産量を伸ばした。米国と英国は48年に、フランスとイタリアは49年に、ドイツは51年に戦前の水準を超えた。日本は特需があっても51年までは先進国と大きな開きがあった。朝鮮戦争特需に助けられて、それが起爆剤となって、トヨタをはじめ、日産、ホンダなど日本の自動車メーカーは急成長を成し遂げた。
07年のトヨタ・グループの生産台数は949万7754台（国内生産511万9631台、海外生産437万8123台）であり、国内生産のうち、287万8992台は輸出。日本の自動車メーカー全体の国内生産台数は1159万6327台で、米国を追い抜き世界トップとなった。

朝鮮戦争直前に倒産の危機に直面していたトヨタ自動車が日本のトップ企業となり、世界のベスト10企業に仲間入りした。日本は世界第1位の自動車生産国となった。朝鮮戦争特需の効果はこのように表れた。
